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道路防災点検の概要

道路防災点検とカルテ点検
道路防災点検

防災カルテ点検

スクリーニング

カルテ帳票作成

カルテ点検

安定度調査

前回からの変化の有無のチェック

要対策 カルテ対応 対策不要
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対策未了箇所計画的な対策の実施

点検対象外

大きな転機となったH8年度点検
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平成８年度点検までは概ね５年間隔で実施

平成８年度点検は、「道路防災総点検（豪雨・豪雪）」
全国の国、自治体、高速道路会社を含む全ての道路が対象
同年「防災カルテ点検」を導入
道路防災点検は１０年間実施せず

想定外の災害が増加

点検対象外箇所
対策不要箇所
対策完了箇所

平成１８年度 要領改訂 災害危険箇所のスクリーニング方
法の充実

平成１８年度点検の課題

 管理用地外、平成８年度点検対象外からの
災害の低減

 平成８年度点検、道路防災カルテ点検の成
果の活用

 点検箇所の絞込みと災害要因の抽出

 安定度調査の精度向上

（防災点検データベースの作成・更新）
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平成１８年度の改訂で強化された
「地域特性・災害要因の把握」
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平成１８年度点検における点検の流れ

管理対象道路

第1絞込み

点検対象区間の選定

第2絞込み

安定度調査箇所の選定

安定度調査の実施

箇所の危険度

防災管理上の必要性

災害履歴、パトロール日誌
地形図、空中写真、など、

による地域特性、災害要因の把握

現地確認による安定度調査箇所の確認

机
上
調
査

現
地
確
認

安定度調査候補箇所の抽出

現
地
調
査

令和３年度要領改訂のポイント

近年、三次元点群データにより地形判読等に用いる地形図が高精

度に作成が可能となってきていることから、平成1 8 年度道路防災点

検の「点検要領」における点検箇所（ 安定度調査箇所）の選定を行う

までの絞り込み（「点検要領」第２ 章～第３ 章3 - 2 .）の部分を改訂す

るもの

従来の空中写真では見えづらい樹木下の詳細な地形を捉えた三次

元点群データおよび点群データから作成されたレーザ測量地形図等

を用いた地形判読を基本として道路斜面災害のリスク箇所を抽出す

る方法を示すとともに、抽出したリスク箇所の評価を行い、抽出結果と

併せて成果を記録し整理する方法を示したもの
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管理対象道路

対象区間の選定

リスク箇所の抽出

対象区間の選定基準：以下の区間を対象
・山地に連続する一連の区間
・平地にあっても落石・崩壊・地すべり・土石
流等の斜面災害の影響、および河川浸食によ
る道路下の斜面の影響を受ける可能性が有る
と考えられる一連の区間

災害履歴等既存資料、点群データ（レーザ測量
地形図等）、空中写真による災害要因の判読、
および既存点検結果の把握、対策工進捗状況の
把握による災害要因の道路への影響の想定

現地確認調査（道路管理者と点検技術者）によ
り判読した災害要因の確認

机
上
調
査

現
地
調
査

令和３年度の要領改訂に伴うリスク箇所抽出の流れ

対象区間の選定
（第１絞込み）
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① 山地に隣接する一連の区間は全線対象とする。
② 平地にあっても落石・崩壊・地すべり・土石流等の斜面災害の影響を受ける可能

性があると考えられる一連の区間、および河川浸食による道路下の斜面崩壊の
影響を受ける可能性があると考えられる一連の区間は対象とする。

③ 平地にあって落石・崩壊・地すべり・土石流等の斜面災害の影響、および河川浸
食による道路下の斜面崩壊の影響を明らかに受けないと考えられる区間は除く。

また、対象区間の選定にあたっては、以下の④ ～ ⑥ のいずれかに該当する区間を
含むよう留意する。

④ 過去の道路防災点検要対策箇所のうち対策未了箇所を含む一連の区間
⑤ 道路災害の発生した箇所および災害の兆候が認められる一連の区間
⑥ その他、道路管理者が防災上必要と認める箇所を含む一連の区間

なお、対象区間の選定にあたっては、過去の災害履歴、点検履歴などに関する資料
を参考にするほか、学識経験者や知識と技能を有する道路防災点検技術者の意見
を聴取することが望ましい。

対象区間の選定

道路斜面災害リスク箇所
の抽出

（第２絞り込み）
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• 第２章で選定された対象区間を対象として、道路斜面災害のリスク箇所を抽出する。
• 道路斜面災害リスク箇所の抽出は、「机上調査」と「現地確認」の2 つの部分からなる。

• 「机上調査」では、「既存資料による地域特性の把握」および「災害要因の判読」を実
施する。このうち「災害要因の判読」は三次元点群データを用いて作成されたレーザ
測量地形図等による判読を基本とする。

• 「現地確認」は、「机上調査」により判読した災害要因が現地においても見られるかど
うかを確認するものである。

対象区間

机上調査

現地確認

リスク箇所の抽出①

リスク箇所の抽出②

地域特性の把握

災害要因の判読

調査結果、判読結果を地形図（1/5,000～1/10000）

に重ね合わせて、災害の道路への影響を検討して
「リスク箇所」の候補を抽出する

参考とする資料

道路に関するもの
• 既往の防災点検記録
• 防災カルテ
• 防災対策工施工記録
• 災害記録
• パトロール日誌等日常点検記録 など

災害要因に関するもの
• 点群データ（レーザ測量地形図、微地
形表現図）等

• 空中写真
• 地質図等
• ハザードマップ

現地において、判読した災害要因の状況を確認した上で、リスク箇所を確定する

リスク箇所の評価

対象区間の選定

リスク箇所の抽出①：地域特性の把握
災害履歴箇所の地形的な特徴、地質状況、災害発生時の利用者への影響など、
災害要因判読や安定度評価の参考となる基本情報を収集。
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産業技術総合研究所地質調査層総合センター

20万分の1 日本シームレス地質図より引用、加
筆

http://www.aist.go.jp/RIODB/db084/

国土地理院 数値地図50mメッシュ（標高）より作成

砂防指定域など他機関のハザー
ドマップや防災情報も参考となる
場合には収集。



地域特性の把握結果の整理

平面図に情報を重ねて記載

⑦

①、②、③、④、⑥

②、⑥、⑦

①、②、③、⑦、⑨

⑨

⑧

①

②

③

④

⑤

⑥

⑩

既存資料の収集
収集した資料の整理

重ねて表記すると煩雑になる場合は同じ縮尺
の別々の図面に分けて整理すると良い

ＧＩＳの活用
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収集した資料は、1 / 5 , 0 0 0～ 1 / 1 , 0 0 0 

程度のレーザ測量地形図等の地形図上に
重ねて表記できる情報を記載平面図や一
覧表に整理
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地域特性の把握に当たっては、近年
様々な有益な情報がインターネット上で公
開されている。

例えば、地形関係は国土交通省国土地
理院、地質関係は（国研）産業技術総合
研究所地質調査総合センター、土砂災害
関連は（国研）防災科学技術研究所など
で公開されている。
参考として、国土交

通省国土地理院で公開されている各種
の情報・ツールについて右の表に示す。

この他、参考となる情報については手引
きの巻末資料-７も参照されたい。

手引きP.78 表-7.1

災害要因の判読は、点群データ（ レーザ測量地形図および微

地形表現図）や空中写真等から、災害に関して注意を要する
地形を判読する。

判読した結果は、レーザ測量地形図等に記入して整理する。

判読する範囲は、路線沿いの斜面の尾根から谷までとする。

判読した災害要因の内、道路への影響が考えられる箇所をリ
スク箇所の候補として選定する。

地形改変が著しい地域や、豪雨・地震の発生後の地域につい
て、航空レーザ測量等による点群データを取得し、既存の点
群データとの比較により災害要因になるような地形の変化を
判読することも有効である。
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リスク箇所の抽出②：災害要因の判読
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(1)判読に用いる資料

点群データ（ レーザ測量地形図および微地形表現図）
点群データの精度は、１ m ²あたり4 点以上の精度が望ましい。

点群データの密度の違いで構造物や亀裂等の微地形表現の違
いが生じるので、点群データ取得範囲が不足の場合、他機関の
取得データを活用することが望ましい。

空中写真
空中写真は、縮尺1 /数万～ 1 / 1 5 , 0 0 0 程度で、実体視できる

もの。古い時期の空中写真も災害履歴や地形改変前の情報の
取得に有効である。このほかに、斜め空中写真や地域特性の把
握の際に収集整理した資料の活用も考えられる。
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(2)災害要因の判読

点群データ（ レーザ測量地形図および微地形表現図） による判

読を基本に、場合によっては空中写真等の判読を加えて、災害
に関して注意を要する地形を抽出する。
点群データ（ レーザ測量地形図および微地形表現図）による判
読については「３．地形判読による災害要因の抽出」で解説する。

(3)地形改変や豪雨・地震後の地形変化
の判読

切土・盛土などの地形改変、豪雨・地震後の地形変化の判読に
は、新たに取得する点群データと既存の点群データの比較が有
効であるが、新たな取得データによらず他機関取得の点群デー
タとの比較が有効の場合がある。
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(4)机上調査結果の整理

地域特性の把握と災害要因の判読を踏まえ、道路に影響する
災害要因が判読された箇所をリスク箇所の候補として図面上に
示す。

また、現地で確認する必要のある観察項目がある場合にはその
内容を示す（ 例えば「遷急線直上の浮石の確認」など）。

リスク箇所の候補を抽出するにあたっては、災害要因を考慮し、
道路に近接していなくても道路への影響が想定される災害要因
に留意する。

リスク箇所には不安定性の高い想定発生源だけでなく、土砂等
の想定流下経路及び想定堆積域を含む。

19

災害要因として判読する主な情報
手引きP.80～P.81
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対象区間

机上調査

現地確認

リスク箇所の抽出①

リスク箇所の抽出②

地域特性の把握

災害要因の判読

調査結果、判読結果を地形図（1/5,000～1/10000）

に重ね合わせて、災害の道路への影響を検討して
「リスク箇所」の候補を抽出する

参考とする資料

道路に関するもの
• 既往の防災点検記録
• 防災カルテ
• 防災対策工施工記録
• 災害記録
• パトロール日誌等日常点検記録 など

災害要因に関するもの
• 点群データ（レーザ測量地形図、微地
形表現図）等

• 空中写真
• 地質図等
• ハザードマップ

現地において、判読した災害要因の状況を確認した上で、リスク箇所を確定する

リスク箇所の評価

対象区間の選定

防災点検の流れ（再掲）
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現地確認
 「現地確認」は、道路管理者と第2 絞込みを実施した点検の専

門技術者が同行して、現地で主に路上からの観察により安定度
調査候補箇所を確認し、判読した災害要因の現状や対策の実
施状況を確認した上で、安定度調査箇所を選定するための簡
易な現地調査である。

机上調査に用いる空中写真や地形図、航空レーザ測量データ
等の資料は、必ずしも現在の状況ではなく、過去の情報である
場合が多いことから、点検を実施する時点では道路構造や防災
対策の実施状況が異なる場合がある。特に、航空レーザ地形
図を用いた場合でも急崖部の災害要因は判読しにくい。

また、鉛直の構造物（柵工類）は判読しにくい。このような対象
については、安定度調査箇所を抽出する上で現地確認が重要
となる。
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手引き P.83

図-7.6
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リスク箇所の評価
（安定度調査）
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対象区間

机上調査

現地確認

リスク箇所の抽出①

リスク箇所の抽出②

地域特性の把握

災害要因の判読

調査結果、判読結果を地形図（1/5,000～1/10000）

に重ね合わせて、災害の道路への影響を検討して
「リスク箇所」の候補を抽出する

参考とする資料

道路に関するもの
• 既往の防災点検記録
• 防災カルテ
• 防災対策工施工記録
• 災害記録
• パトロール日誌等日常点検記録 など

災害要因に関するもの
• 点群データ（レーザ測量地形図、微地
形表現図）等

• 空中写真
• 地質図等
• ハザードマップ

現地において、判読した災害要因の状況を確認した上で、リスク箇所を確定する

リスク箇所の評価

対象区間の選定

防災点検の流れ（再再掲）

ここです！
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リスク箇所の評価：安定度調査

「安定度調査」は、リスク箇所の抽出により選定された安定度
調査箇所について、点検の専門技術者が、踏査により「箇所別
記録表」と「安定度調査表」を作成し、総合評価を実施する現地
調査である。
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(1)箇所別記録表
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 箇所別記録表は点検箇所の諸元が一覧できる表である。

 箇所別記録表には、点検箇所ごとに、施設管理番号、点検対象
項目、路線名、距離標、緯度・経度、管理機関名、安定度調査箇
所の状況のわかるスケッチ図等、場所が特定できる位置図及び
調査地点の所見、安定度調査結果、想定対策工などを記載する。

 スケッチ図は、過去の点検において用いられていた地形図の精
度が低く、安定度調査で見つかった災害要因を細かく表現する
手法として重要な表現図であった。

 しかし、今では精度の高い航空レーザ地形図が活用できることか
ら、航空レーザ地形図に災害要因を記入したものを用いてもよい。

 ただし、急崖や岩盤斜面を対象とする場合には、スケッチ図が有
効な場面もある。

 また、三次元点群データから作成した鳥瞰図（立体図）などを用
いてもよい。

箇所別記録表への記載事項

28

部分記号について
一つの点検箇所でも、点検箇所の中に斜面状況や危険度

の異なる部分が存在し、安定度調査表をその部分ごとに作成
した方が合理的な場合箇所別記録表のスケッチに部分記号
を示し、安定度調査は部分記号で示した箇所ごとに実施する。
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施設管理番号

点検箇所

距離標：始点・終点

点検対象項目

箇所別記録表

スケッチ

部分記号

安定度調査表

安定度調査表

安定度調査表

安定度調査表

安定度調査表

新規箇所以外は
原則として増やさない

（距離標の修正
はOK）

施設管理番号と
箇所別記録表は

１：１ で対応

斜面状況、危険度、
想定対策工種など
により、必要に応じ
て複数作成

30

(2)安定度調査表
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安定度調査表は、点検対象項目ごとに用意されている点数表であ
る。現地調査の結果に基づいて安定度調査箇所ごとに該当する項
目の点数を求める。また、点数を参考としつつ総合評価を実施し、
安定度調査箇所に対する対応区分として、以下の3 項に分類する。

安定度調査表を用いたリスク評価

① 対策が必要と判断される ：災害に至る可能性のある要因
が、明らかに認められる箇所

② 防災カルテを作成し対応する ：将来的には対策が必要とな

る場合が想定されるものの、当面「防災カルテ」による監視
等で管理していく箇所

③ 特に新たな対応を必要としない：災害の要因となるものが
発見されず、特に新たな対応を必要としない箇所

なお、①を「要対策箇所」、②を「カルテ対応箇所」、③を「対策
不要箇所」と簡易に表現することが多い。
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点検結果の整理



33

N ＊ ＊ ＊ A 0 0 1

N ＊ ＊ ＊ A 0 0 2

N ＊ ＊ ＊ B 1 1 1

N ＊ ＊ ＊ C 2 0 1

N ＊ ＊ ＊ C 2 0 2

N ＊ ＊ ＊ E 3 0 1

N ＊ ＊ ＊ E 3 0 2

N ＊ ＊ ＊ A 0 0 1

N ＊ ＊ ＊ A 0 0 2

N ＊ ＊ ＊ B 2 0 1

N ＊ ＊ ＊ B 2 0 1

N ＊ ＊ ＊ A 0 0 1

N ＊ ＊ ＊ F 6 0 1

N ＊ ＊ ＊ F 6 0 2

規制基準
(mm)

連続雨量 時間雨量 対策不要   ・3

被災履歴
（H8年度以降）

被災記録あり　　・1

履歴が認められる・2

被災履歴なし　　・3

H18年度　点検結果
事前通行規制

区間指定

有：通行・1

指定無・0

指定有・1

緊急輸送
道路区分

有：特殊・2

無　　　　・3

迂回路

有　　・1

無　　・2
施設管理番号 路　線　名 道　路　種　別

点検対象
項　　目

所　在　地

その他・3

対策工

想　定　対　策　工

その他評点

総
合
評
価

要対策  　・1

防災カルテ・2

地震時の安定性
（落石・崩壊のみ）

安定

不安定

1

2

＊管 理 機 関 コ ー ド ＊＊＊＊＊＊

調査結果一覧表
○　○　国道事務所

○　○　地方整備局
管　理　機　関　名

22403－11－－3Ａ△△郡△△町字××一般国道（指定区間）国道○○号

〃 〃 〃 Ａ 1 200 90 1 1 2 1 60 2 1

〃 〃 　〃　○○町字△△ Ｂ 3 － － 2 1 3 1 70 1
ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄ＋

擁壁
Ｌ＝５０ｍ －

〃 〃 〃 Ｃ 3 － － － 1 3 40 3 －

〃 〃 〃 Ｃ 1 150 80 1 1 3 3 60 2 －

〃 〃 ××郡××町×× Ｅ 3 － － 1 1 － 3 30 2 －

〃 〃 〃 Ｅ 3 － － 2 1 3 1 60 1
ﾊﾟｲﾌﾟ→

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ
4.0×4.0 L=15m －

国道△△号 一般国道（指定区間） △△郡△△町字×× Ａ 3 － － 1 1 2 3 50 3 1

〃 〃 〃 Ａ 3 － － 3 1 － 3 50 3 1

国道××号 一般国道（指定区間） ○○市○○町字△△ Ｂ 3 － － 2 1 2 1 50 2 －

〃 〃 〃 Ｂ 3 － － 2 1 2 3 30 3 －

国道□□号 一般国道（指定区間） ××市××町字×× Ａ 3 － － 2 1 － 3 50 2 1

〃 〃 〃 Ｆ 1 150 80 1 1 － 1 20 3 －

〃 〃 〃 Ｆ 1 150 80 1 1 3 2 60 1 －

平成8年度

総合評価

（評価：
1 ～3 ）

安定度調査結果一覧表

安定度調査結果一覧表の作成
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調査結果一覧図

調査結果一覧図の作成
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災害箇所
尾根 沢

200m

災害箇所
尾根 沢

斜面に向かう水の流れ
200m

水尻

森林基本図 レーザ測量地形図 （等高線間隔1m）

新旧地形図の課題

終わり

ご清聴ありがとうございました
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